天童市中小企業振興条例
本市の中小企業は、生産、流通などの経済活動はもとより、地域の経済と雇用を支えるなど、市民の暮らし全般において重要な役割を果たしている。本市の産業構造は大部分が中小の企業、特に小規模な企業で構成されており、小規模企業は地域経済の活性化のため、市民の暮らしになくてはならない存在となっている。

近年、本市を取り巻く経済環境は、競争の激化や労働人口の減少など厳しい状況が続いている。こうした中で、市、中小企業者、経済団体及び市民が、中小企業の振興が地域の発展に欠かせないものであるということを認識するとともに、それぞれが一体となって中小企業の振興に努めていかなくてはならない。

ここに、このような考えの下、中小企業の振興を図り、豊かで住みよいまちづくりのため、この条例を制定する。
（目的）
第１条　この条例は、中小企業の振興に関し、その基本となる事項を定め、市、中小企業者、経済団体及び市民の役割を明らかにするとともに、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進し、もって地域経済の発展及び市民生活の向上に寄与することを目的とする。
（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　中小企業者　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号。以下「法」という。）第２条第１項各号のいずれかに該当する者で、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。
(2)　小規模企業者　中小企業者のうち、法第２条第５項に定める者をいう。

(3)　経済団体　商工会議所その他市内において地域経済の振興に関する活動を行う団体をいう。

　（基本理念）

第３条　中小企業の振興は、次に掲げる基本理念に基づき推進されなければならない。
(1)　中小企業者自らの創意工夫と自主的な努力を基本とすること。

(2)　本市の優れた技術、豊かな自然その他の地域資源の活用を図ること。
(3)　市、中小企業者、経済団体、市民等中小企業の振興に関わる全ての者が中小企業の果たす役割の重要性を理解し、一体となって取り組むこと。

(4)　地域の経済及び雇用を支え、新たな需要にきめ細かく対応するなど、小規模企業が果たしている役割の重要性に鑑み、小規模企業の持続的な発展を図ること。

（施策の基本方針）

第４条　市は、中小企業の振興に関する施策の策定及び実施に当たっては、次に掲　げる事項を基本として行うものとする。

(1)　中小企業の経営基盤の強化及び経営の革新を図ること。

(2)　中小企業の雇用の安定及び資金調達の円滑化を図ること。

(3)　中小企業の新たな事業活動及び事業継続の促進を図ること。
(4)　企業の立地及び産業の集積を図ること。
(5)　中小企業の振興に関する市民の理解及び協力の推進を図ること。

（小規模企業に対する支援）

第５条　市は、前条に掲げる基本方針において、小規模企業が地域における経済の安定及び地域住民の生活の向上に寄与していることを踏まえ、小規模企業者の事業活動の活性化を図るものとする。
２　市は、経営資源の確保が困難な小規模企業の事情を踏まえ、小規模企業者に対してきめ細かな支援を行うこととする。
（市の役割）
第６条　市は、第４条に掲げる基本方針に基づき、中小企業の振興に関する施策を策定し、及び実施するものとする。
２　前項において、市は、国、山形県、経済団体及び市民と連携しながら、中小企業の実態を把握し、中小企業者の意見を聴き、適切に施策に反映するものとする。
（中小企業者の努力）
第７条　中小企業者は、経済状況の変化に対応した自主的な経営基盤の強化、経営の革新等に努めるものとする。
２　中小企業者は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。
３　中小企業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、新たな雇用の拡大及び確保に努め、地域社会の発展に協力するよう努めるものとする。
　（経済団体の役割）

第８条　経済団体は、中小企業の経営の向上及び改善に積極的に取り組むとともに、市が行う中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。

（市民の理解及び協力）
第９条　市民は、中小企業の振興が市民生活の向上に果たす役割を理解し、中小企業者が供給する製品等の利用の推進に努めることなどを通じて、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。
　（財政上の措置）

第１０条　市は、中小企業の振興に関する施策を実施するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

（委任）

第１１条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この条例は、公布の日から施行する。
